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年末の期限が迫る欧州の２つの不安要素  

 ～最終決戦は 12 月に持ち越しか～ 
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◇ 来年からの速やかな始動が危ぶまれる欧州復興基金やＥＵの次期多年度予算、事実上の合意期限

を経過した英ＥＵ間のＦＴＡ協議は何れも、19日の臨時欧州首脳会議で決着する可能性は低い。

12月10～11日の欧州首脳会議がより現実的な合意期限とみられる。 

 

◇ ハンガリーやポーランドは法の支配とＥＵ予算の執行を関連づける新たな仕組みに反対。両国は

財政面でＥＵ予算への依存度が高く、最終的に拒否権発動を取り下げるとみられるが、新たな仕

組みを骨抜きにする形の譲歩をＥＵ側に迫ることが予想される。 

 

◇ 平行線が続く英ＥＵ間のＦＴＡ協議は、12月の欧州首脳会議までに合意に達した場合も、年内に

欧州議会や加盟国議会での承認作業を終えることが既に難しくなりつつある。緊急措置として、

議会承認を待たずにＦＴＡを暫定発効する法的可能性や猶予期間の設定などが検討されている。 

 

 

■ 来年からの稼働が危ぶまれる欧州復興基金 

16日に行われた駐ＥＵ大使会合で、ハンガリーとポーランドは欧州復興基金とＥＵの次期多年度

予算の採択に反対する意向を伝えた。11日付けレポート「欧州復興基金のその後」で指摘した通り、

両国は近年、司法制度への政治介入などを巡ってＥＵの基本価値違反を問われており、「法の支配

の原則」に違反する加盟国にＥＵ予算の差し止めや減額を可能にする新たな仕組みの導入に反対し

ている。従来、加盟国の基本価値違反に対する是正措置を最終的に発動するには、問題国を除くＥ

Ｕ加盟国の全会一致の投票が必要で、ＥＵはこれまで両国の基本価値違反に有効な対抗手段を持た

なかった。新たな仕組みでは特定多数決の投票でＥＵ予算の差し止めや減額が可能となり、ＥＵ予

算の純受け取り国である両国に対して、基本価値違反の遵守を促すことにつながるとみられている。

だが、両国は新たな仕組みが政治的な意図に基づき、国家主権を不当に制限し、加盟国間の信頼を

損なうものであるとして、導入に反対している。 

新たな仕組みを盛り込んだＥＵ予算とそれを財政的な裏付けとする欧州復興基金の承認には、加

盟国の全会一致の賛成が必要となり、来年からの稼働の遅れが不安視されている。欧州各国は新型

コロナウイルスの感染第二波と都市封鎖の再開でさらなる経済的な打撃が避けられない。両国はＥ

Ｕ予算への財政面での依存度が高く、最終的には拒否権発動を取り下げるとの見方が支配的だが、

このまま新たな仕組みが導入されれば、基本価値違反を問われている司法制度改革などを見直さな

い限り、ＥＵ予算の執行を停止されたり、減額される事態に直面する。両国はともに強権的な国家

主義政党が政権を担っており、国家運営を巡ってＥＵの介入を阻止するためにも、新たな仕組みを
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骨抜きにする形の譲歩をＥＵ側に迫るものと考えられる。この問題はコロナ危機対応を話し合う19

日の欧州首脳会議でも主要議題となる模様だが、この段階での決着は難しいとの見方が多い。 

 

■ 時間切れが迫る英ＥＵ間の貿易協議 

英国ではジョンソン政権の中枢を担ってきた側近が追放され（詳しくは13日付けレポート「英Ｅ

Ｕ交渉を左右する３つの出来事」を参照されたい）、今後の政権運営、英ＥＵ間の貿易協議、コロ

ナ危機対応に与える影響に注目が集まる。英ＥＵの貿易協議は交渉担当者の間で連日のように協議

が続けられているが、目立った進展がみられないまま、事実上の合意期限とされた11月第２週が経

過した。19日の欧州首脳会議までに新たな動きがあるかが次の焦点となるが、公平な競争条件と漁

獲割当を巡る英ＥＵ間の意見の隔たりは依然大きいとされ、今週中の合意実現の可能性は遠退いて

いる。新型コロナウイルスの陽性者と接触したことで、ジョンソン首相は15日から２週間の自主隔

離を余儀なくされており、今月中はＥＵ高官と対面での直談判に赴くこともできない。また、英国

をＥＵ離脱に導いた影の立役者を追放した直後に、ＦＴＡ合意の実現に向けてジョンソン首相が新

たな譲歩案をＥＵ側に提案すれば、強硬離脱派からの猛反発が避けられない。政権運営やコロナ危

機対応を巡って保守党内の強硬離脱派との関係が悪化している首相は慎重な対応が求められる。 

英ＥＵ間の合意が12月にずれ込めば、年内に欧州議会での承認作業を終えることが難しくなる。

年内の欧州議会の本会議日程は11月23～26日と12月14～17日しか残されていない。委員会での審議

日程を考えれば、11月19日の欧州首脳会議で急転直下の合意に至ったとしても、11月の会期での議

会承認は難しい。12月10～11日の欧州首脳会議やそれまでの緊急首脳会議で合意に達した場合も、

12月17日までに十分な審議時間を確保することは難しい。しかも、合意の内容が欧州議会の承認の

みで発効するか、加盟国の議会承認が必要となるかは現時点で決まっていない。ＥＵの関係者の間

では現在、英ＥＵの政府間で合意に至ったものの、欧州議会での承認プロセスの迅速化やクリスマ

ス後の臨時議会招集でも間に合わない場合の緊急措置として、欧州議会や各国議会での承認作業を

待たずにＦＴＡを暫定発効する法的可能性や猶予期間の設定などが検討されているようだ。 
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